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1．はじめに
　緊急保育対策等5か年事業（以下，「緊急対策」と略
記する。）が95年荏月から開始された。「緊急対策」は，
周知のように，94年12月16日の厚生，文部，労働，建
設の4省合意に基づく「今後の子育て支援のための施
策の基本的方向について」（通称“1．ソゼルブラン”）
の一部具体化策として，12月18日の厚生，大蔵，自治
3大臣により合意されたものである。「緊急対策」の大
きな特徴の一つは，多様な保育ニーズに対応するため
に各保育サービスにっいて具体的な整備目標数値を定
め，地方自治体と一体となって計画の達成を図ろうと
している点である。そのため，95年3月末には，厚生
省内に「地方児童育成計画指針策定委員会」を設置し，
6月27日には計画っくりのためのガイドライソ＝「児
童育成計画策定指針」（以下，指針と略記する。）やそ
の；一ズ調査のためのモデル＝「子育てサーピZの利
用状況・意向調査」（以下，「意向調査」と略記する。）
も公表した1｝。さらel・95年度事業として10都道府県，
100市町村を計画作成のモデル自治体に指定し，「地方
版工γゼルブラソ」の策定を積極的に促す政策を実施
した。その結果，新潟県でも上越市，新発田市，越路
町の3市町村を含む，全国83の地方自治体が計画づく
りに名乗りをあげ，さらに後で検討する新潟県のよう
に，厚生省の補助金を得ての「モデル事業」ではなく
独自に計画づくりに取り組むところも出てきてい
る2）。
　その計画の構想は，90年からはじめられている「老
人保健・福祉計画」（ゴールドブラソ）を模したもので
あるが，地方版エソゼルプラソはそれらとは異なり，
地方自治体に全く法的な策定義務は課せられていない
ものである。しかし，就労と子育ての両立支援は全国
的課題でもあること，厚生省の指針にもとづき計画づ
くりをした市町村への補助金の優先的配分が予定され
ていること，96年度も全国工O道府県100市町村を対象に
した計画策定の予算措置が継続していることなどか
ら，今後もかなりの市町村，道府県で計画づくりは進
展していくものと予測される。
　少子・高齢社会における車の両輪である子どもを対
象とした「＝ンゼルブラン」およびその具体化の「緊
急対策」が，特別な国家政策として打ち出されたこと
は，保育事業がようやく介護とならび公的な社会化へ
の道を歩みはじめたものとして正当に評価すべきこと
である。しかし一方で憂慮すべきことは，一般には「利
用しやすい保育所づくり」「子育ての社会的支援」を積
極的に応援すると考えられているその計画づくりが，
全く行われる気配がなかったり，計画されている場合
でも，地域によっては保育所の統廃合なども目的とす
るなど必ずしもそのような展開になっていないこ
と3），さらにその計画づくりの多くが行政主導で行わ
れていることもあり，その理解。反応が関連する保育
所（者）団体においてすら必ずしも適切なものではな
いように筆者には．感じられることである4）。そして何
よりも今日問題とすぺきことは，「緊急対策」について
の具体的問題点についての指摘が，筆老がすでに発表
した簡単な論稿以外にはほとんどなされていないこと
であろう5⊃。
生活科学科生活福祉専攻
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　検詳すべき問題点は多いが，ここではすでに各市町
村によりはじめられている計画づくりにいそぎ役立た
せるために，｛1｝地方版エソゼルブラソと「繁急対策」
の関運上の諸問題，②内容や方法など計画策定過程の
諸問題，〔3）「緊急対策」に示された整備目標数値の目
標量，内容等々の抱える諸問題，の3点について次節
以下で簡単に検討を加えてみたい。
　以下，本小稿では（1）および②の課題については，
厚生省の指針と現在計画作りをすすめている市町村の
例などを参考に分析し，（3｝の課題については，95年3
月に策定・公表された新潟県の新『社会福祉計画，Eを
中心に，地域に聡ける保育計画の在り方，サービス回
標量およびその内容等々についての問題点を具体的に
考察しておきたい。先にも述べたように新潟県のそれ
は，国の指定を受けたモデル的計画ではなく，新潟県
独自で自主的に策定したものであり，しかも保育対策
は総合的な社会福祉計画の一部分にすぎないものであ
る。しかし，田の「紫急対策」に示された整備目標数
値を踏まえた計画であること，都道府県単位の計画と
しては現時点（95年11月）での，全国唯一の完成して
いるものであることから検討資料としてとりあげる意
義があると思われる。筆者自身も現在，若干ではある
が，直接，間接にそれらの計画づくりに関わっている。
とり急ぎ問題点を整理しておきたい所以である％
2．Ctエンゼルプラン“と「緊急対策」の関連上の諸問
　題
　エソゼルブラγは良く知られるように94年度におけ
る，旧連立与党時代からの「少子・子育て」K策とし
ての「エソゼルブラソ。プレリュード」の発展として
位置付けられるものである。それは本来，子どものた
めの具体的な“総合計画”として作成されなければな
らないものであった。しかし，冒頭で述べたように結
局打ち出されたものはあくまで，「今後の子育て支援の
ための施策の基本的方向について」（傍点筆者）であり，
けっして具体的なF今後の子育て総合支援計画」とは
ならなかった。
　いわゆる「エソゼルプラソ」の基本方向と重点施策
表①　エンゼルプランの基本方向と重点施策
重点施策
施策の基本的視点
@子どもを持ちたい人が安心
@して生み育てることができ
@ること
A家庭を基本としつつ社会全
@体で必要な支援を行うこと
B子どもの利益iが最大限尊重
@されること
①仕審と育児の荊方のための
@雇用環境の整備（労｛動省）
②多様な保育サービスの充実
@　　　　　　　（厚生省）
③安心して子どもを生み育て
@ることができる母子保健医
@療体制の充実（厚生省）
施策の基本的方向
①子育てと仕塩の両立支援
@の推進
④住宅及び生活環境の整備
@　　　　　　　（建設省）
②家庭における子育て支援 ⑤ゆとりある学校教育の推進
@と学校外活動・家庭教育の
@充実　　　　　（文部省）③子育てのための住宅及び
@生活環境の整備
④ゆとりのある教育の実現
@と健全育成の推進
⑥子育てに伴う経済的負担の
@軽減　　　　（文部省等）
⑤子育てコストの軽減
⑦子育て支援のための基盤整
@備　　　　　（厚生省等）
（出所）「今後の子育て支援のための施策の基本的方向にっいて」
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は，表①のようなものである。表からも分かるように，
「エソゼルブラソ」は大きく5点の施策の基本方向と
7点の重点施策を掲げているが，今回始められた具体
的ts「緊急対策」は，その重点施策中の②の「多様な
保育サー・ビスの充実」に主に対応した，全体の計画か
らみたらほんの一部分にすぎないものである。厚生省
の指針には，「児童育成計画を策定するにあたっては福
祉・保健の分野はもとより，労働，教育，住宅の分野
も含め，総合性を持たせた計画とすることが望ましい」
とあり，さらに指針冒頭では計画策定の基本的視点の
一として，「子どもの視点，子どもの利益の最大限の尊
重」をあげている。しかし具体的対応は就労支援を中
心とした保育サービスの多様化政策にほぼ限定されて
しまった。しかも就労支援を中心にした「保育対策」
も，i表（2｝のように，94年6月の「エソゼルプラソプレ
リュード」の段階で構想されていたものからは，半分
あるいは3分の一以下へと大幅に後退しているのが実
態である。
　「エンゼルブラン」が「緊急対策」に限定されてい
く背景に財政的事惜が，新ゴールドブラソや消費税問
題とも関連してあったことは周知の通りであるがη，
そのことが今後の都道府県および市町村における計画
づくりおよびその実施の上での大きな限界につな鋲る
こととなった。指針の「利用しやすい保育所」を目指
した保育サービスだけの充実策が，はたして本当に「子
どもの最善の利益」にかなうことなのかとする幼稚園
関係者らの批判は正当なものと受けとめておく必要が
あろうe｝。
　広範化するいじめや不登校，児童虐待問題の例をあ
げるまでもなく，今日のわが国の児童の成育環境は決
して良いものではない。乳幼児に限らず，小，中，高
校生にまでまたがる児童健全育成や母子保健，さらに
は総合的な児童福祉政策の展開を求める要求には切実
なものがある。「児童育成計画」の策定にあたっては可
能な限り，たんなる「保育計画」にしないものを目指
すことは当然のことである帥。
　ところで，捲針素案に基づき，その「計画」の内容
構成をみたときには，市町村児童育成計画も都道鷹県
計画も，1，計画の意義，趣旨，ねらい，II，子ども
および保育サービスの現状，III，将来サービスの目標
量および種類、方法などを盛り込むものとされており
ほとんど差はない。しかし実際の「計画」づくりには，
都道府県レベルのものと市町村のそれとは当然ながら
大きく異なるであろう。もちろんそのことが，市町村
が広範にわたる独自な総合的な「児童育成計画」を立
案することを妨げるものではないh：，指針も指摘する
ように，都道府県，政令指定都市等では児童相談所に
かかわる広域の児童福祉課題やひとり親家庭の問題，
児童の健全育成策その他が幅広く盛り込まれる必要が
あるのは言うまでもないこ・とであb，市町村では，団
体委任事務としてその独自な権限下でできる児童福祉
事業はほぼ保育サービスに限られるという特性や財政
規模の限界も考慮する必要がある。しかし，市町村で
のそれがたとえ狭い「保育対策」に限定されたとして
も，「子育て」の意義を私的1なものだけにとどめるので
なく，社会的なものへと広げる意義は重要である。
表②　保育対策整備目標数値　推移
94．6．7案
堅A立与党福祉小委案
94．9．8案
﨎ｶ省案
94．12ユ8、
ﾙ急保育対策5か年事業
o歳児童
P－－2歳
R－6歳
w童保育
33％（47万入）
U6％（180万人）
R3％（130万人）
v　　　約350万人
同左60万人　　　（平成7年現在、47万人）
ｯ左　7000か所　　　（同　2530か所）
ｯ左　30GOか所　　　（同　600か所）
ｯ左　500か所　　　（同　　40か所）
ｯ左　9000か所　　　（同　5250か所）
ｯ左　3000か所　　　（同　　354か所）
ｽ機能保育所　1500か所　　（同　200か所）
66％（240万人）
q備考〉育児休業利用
@　　　　　　33％
低年齢保育　　80万人
?ｷ保育　14000か所
齊桾ﾛ育　　7000か所
a後時保育　2200か所
w童保育　15000か所
q育て支援セソター
@　　　　　7000か所
齊q保健総合セソター
@　　　　　120か所
（注意）＊9月8日厚生省案は平成16年度までの1。年計画のものである
（出所）『保育所問題資料集』95年版，『保育情報』等より作成
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3．計画作成過程における諸問題
　地域における「児潅育成計画」の策定手順は，指針
索案では図（1）のように，現在の処理状況の把握→意向
（a一ズ）調査→ニーズの窮無の判定→当該自治体の
政策判断一♪当該自治体の育成計画の完成の順に示され
ている。
　これらの策定過程についての問題の大半は，いわゆ
る潤用渚の手続き的権利にかかわるものである。言う
までもなく，斑主的な計画の策定にあたっては，その
策定のための委員の選出が（公募などの方法で），畏主
的に選ぼれることから初め，計繭策定のためのアン
ヶ一ト（ニーズ）調査内容の検討，その実施方法，分
訴の一連の過程に住昆が主体的に参加することの保障
が必要である。さらにその決定結果にたいする履行の
担保も必要となる。
　ここでは策定過程の問題を具体的に，①計画づくり
の方法にかかわる問題，②保育ニーズの概念とその把
握方法にかかわる問題，③保育所の地域での在り方に
かかわる聞題の3点にしぼって小考しておきたい。
①畿画づくりの方法にかかわる問題
　計画づくりカ～実際上姪とんどの布町村で行政主導で
急いで進められていることはすでに述べた。地方自治
原剤を持ち出すまでもなく，住民および利用者のため
の計画づくりに当事者の参加が不可欠であるのはいう
までもないことである。しかし，現在実瞭にすすめら
れている計画づくりは，ほとんどが平成7年度の単年
度事業ですすめられている関係もあり，そうした展囎
にはなっていない。モデル家業として計画つくりをす
すめているほとんどの市町村が7年度中には計画づく
りを終えると伝えられており珊，計画あるいは調査段
階からの「住民参加」の体裁をとったところでも，そ
の実態は形式だけと言わざるを得ないところが多い。
　例えば，現在計画を策定中のJ市の，その委員の構
成メソバーをみると，当該行政担当者を除いた15人（男
姓6人，女性9人）は，保育関係老や学識経験者，主
任児童委員，結婚・出産を控えた若者，女性団体関係
者，子育て支援に熱心な企業の代表などそれなりに多
様な顔ぶれが揃っている11）。しかしそれらのメγバー
を集めた会議は，10月2媚の第1回目の委員に委嘱状
を交付する時を含め，3月の計画答申まで3－－4回程
度しか予定されていない。計画づくりを現在すすめて
いる他の市町村でもこうした事清は大同小異のようで
ある。その委員会の過程は，顔合わせ，基本事項にっ
いての確認，アソケート調査の集計結果の報告，そし
てほとんど行政が作成した「最終計画書」の報告の了
承の過程がその流れである。時問的に限られているこ
ともあり，調査の方法や内容，そしてその分析から総
合的な計画づくりへと進む一連の過程に対して，委員
たちは実質的にはほとんど関与していないと言わざる
を得ない状況であるS2｝。さらに中には「ゴルドブラソ」
の時の場合と同様に，その調査・立案を実質上調査会
社にまかせていると推測される市町村も散見され
る13）。これでは行政による「はじめに計画ありき」，拙
速と抵半1されても仕方がないであろう。
図（1）地方児童育成計画策定の流れ
現在の処理状況 意向1廻旋 ニーズの有黛
当該自治体の
政簾判断
昌一ズあり
@■時賜
@　何時まで
@嚇如
@　平口躍震
@　虫醒
@　休日
@　平日思o日
・地域の侃野サー
s試o埜描択i珪
E地方胤駐班第算
■どのようなサー
s汚の鉱充な希望
ｷるか？
E琵λ‘F齢｛産休
@胱け、o窟児）
E1時艮駁伺覇士で
@品要か）・躍聾（休鐸．非
@定型就労）
?????????????
ニーズなし 低年扁児保存oo人
時闇砥長超保育　か所
， 一時鮒保π　か斯
■（上記に同じ〕
暑ﾙ急時む保打が
Ki距か
弛訓娩童クラブか所
多捉能化側∫厨　か所軽急偲野‘一濡 騒揃｛支監7∫一力斬
乳幼把盤婿支擾
fィナービみ　か所
（出灰）「児童育成計画　素案」
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②保育ニーズの概念とその把握方法にかかわる問題
　国の「緊急対策jに対応した計画づくりは，サービ
ス目標量を数値化するものであるから，＝一ズ調査は
当然不可欠と考えられる。しかし問題はどのような方
法，内容の調査をするかによってその結果が大きく異
なってくるものと考えられることである。さらに言う
ならぽ，その前に最も重要な問題は，地域における保
育二　一一ズ＝「保育に欠ける」概念をどう考えるかとい
うことである。指針はこの点に関しては，いわゆる狭
義の「保育に欠ける」概念を前提としており，それ以
上はあえて触れていない。しかしこの問題の検討は，
幼稚園との関係を含め，保育所の時代や地域社会に対
応した措置制度の在リガを考察するときの根本にかか
わる避けて通れない問題であるe
　図〔2）は筆老の調査による新潟県各市町村のその「要
保育」児童数の算出方法例であるが捕，その概念は当該
市町村の保育所の歴史的，社会的な役割，幼稚園の有
無などによりきわめて多様であるe
　今日の地域における保育（所）za　一一ズの実態につい
ては，筆者は昨年の本研究紀要でもふれたとこ．ろであ
る！5）。その中で，現実にほとんど同じような人ロ，乳幼
児数就業講造を持ち，しかも隣接してV・て地勢的に
も類似する2つの町が，一方は就学前児童総数に対し
て70％近くが保育所に在籍し，一方の町ではわずか
3％程度にとどまっている例を指摘した。また同様な
在籍率でも，その中身として未満児が30％以上いる町
とほとんど皆無に近い町の場合の例をあげ，そうした
大きな相違がなぜ生じているのかの合理的説明はどの
ように考えてもできないことを論述した。それは結局
のところ当該市町村の保育行政の歴史と首長の政策的
判断以外のなにものでもないと言わざるを得ないもの
であった。
　指針も述べているように，今回の計画策定の整備目
標数値の確定も最終的にはあくまで「政策的」なもの
である。ここではその根拠となる「保育に欠ける」ニー
ズもそうした性格のものであると理解しておくことが
計画づくりの上からは最も肝心なことと思える。（その
点では，次にとりあげる表（3）のアソケートの越路町が
その計画の検討課題に，「保育所を必要とする児童すべ
てが入所できるよう，直接契約も含めた新しい入所条
件を検討する」としていることは，厚生省のいわゆる
「直接入所制度」構想に対応するものではあるが，公
立保育所のみが設置されている町の一つの方向を積極
的に示すものとして，その評価は別として，きわめて
注目される。）
　指針には，具体的な狭義の「保育に欠ける」＝保育
ニーズの把握の方法に限定しても問題がある。この点
ではそもそも，「緊急対策」がいわゆる「都市型」の保
育需要に対応することを強く意識しているという批判
があるところであるh：S6），「意向調査」自体にも同様に，
例えば「ベピーシヅfi　一」といった語句に見られるよ
うに，全村保育型の農山村地域では通用しないと思わ
れる使用例が見られる。（実際の地域の使用例ではS市
のように，その語句を「子守さん」と置き換えるなど
の工夫が見られる。）
　実際上，図（1）においての，「現在の処理状況」におけ
る保育所，無認可保育所，幼稚園に在籍する児童につ
いての保育ニーズの把握は比較的容易であるが，自宅
にいる乳幼児を持つ母親の中から，条件さえ合えば自
分の子どもを委託する可能性のある層＝「待機等の状
態の児童」の数をどの程度見込むかはむつかしい・こ
の点で，表②の「意向調査」の無職・専業主婦層への
質問項目に，就労意欲の有無は隙・ているが・さらに
具体的に踏み込んで，「どのような状態になったら認可
図②　地域における要保育児童数の算出方法
各無幼児敦育機関在鱈詣監（3．o％）
民生震員凋べ（2．0％）
　モの他（4．o％）
　　　　　推計数値
　　　　　　（21．2％）
住毘台峡（3呂．496）
から適当にひろう。
（出所）拙稿「保iEfEf7r入鵬嫉態と繊備行政の課題」r新離獣学紀要』95年3朋藝刊号115P
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　　　　　　　　　　　　表③　就労意欲の有無
間42働く意志はありますか。次の中から一つだけ選んでください。
　ロロ－iロ　　－．－ロ－－．－　り　り－．．．－．．．ロ　ロロ　　．．．　　．－“ムム’．’　＋＋．－－　ムム－r’ロ’ロ’．－tロ．．d　コ　　　’ロロ－ロ　ロ．．　．　　
i1．仕事を探している（求職活動中である）　　　　　　　　　i
i2・働く意志はあるが子どもの預け先がないので仕寮が探せない　i
i3．具体的に働く予定がある　　　　　　　　　　　　　　　　　i
?????
（出所）「子育てサービスの利用状況・意向調i査」『実務必須　児童育成計画」77p
保育所にあずけたいと思いますか」という直接的質問
が無いことは，利用者調査の目的からしても理解に苦
しむところである17）。働こうとする場合に，保育料や入
所手続き問題，保育迎営体制の不十分性といった蛮梼
が現在の認可保育所を利用しにくくしているネックで
あることは，先の保育問題検討会の指摘を待つまでも
ないことである。地域における保育ニーズとは，そう
した問題が解決されたと仮定した場合の潜在的な保育
ニーズまでが把握されてはじめて「調査」としての真
の意味を持つものと考えられるからである。
③保育所の地域での在り方にかかわる問題
　実際に保育所（fleN）の改革，地域での保育所の在
り方を考える場合には，当該撮育所についての問題点
をずぽり尋ねる表（4）例のような質問が不可欠と思われ
る。「利用しやすい保育所」を作ろうとする認識には，
現実に「利用しにくい保育所」状況があり，その解決
をはかることがその出発点になるものだからである。
　－fi（4）の越路町の集計結果は，地域での保育所の在り
方を考える場合の具体的な参考となる。「保育料などが
高い」とする利用者の割合が大きいであろうことはあ
る程度予想されることであるが，地区により「保育内
容良くない」と答えている利用者が50％にも達してい
るのには驚かされる。越路町は入口1万4千入程度の
小さな町であるが，保育所のある4地域ごとに該当す
る保育所の問題とされていることが大きく異なってい
ることが興味深い。
　この例のようにアンケート作成にあたっては，同じ
市町村内でも通園地区別にその地域特性や保育所の問
題点等々が具体的に明らかにできるような適切な質問
の選定がなされ，またそのためにも調査対象や回収方
法に適切な工夫が必要であるIS）。こうした質問は地域
の実態を良く知る者でなけれぽできないことであり，
こうした質問の無い厚生省「意向調査」をそのまま使
用するわけにいかないのは，「保育ニーズ」の把握の場
合の問題点と同様である。
　この例で分かるように，地域，とりわけ狭い市町村
の保育所の問題状況を探るアソケート調査は，その回
答結果は直接その関係者（保育者）を特定することに
っながる場合がある。文字通り保育所や保育者自らが
その身を切る思いでなければできない質のものであ
る。しかし本来，作成される「保育計画」はたんに利
用者の利便性の向上をねらうものではなく，保育所の
質的改革こそが問題として作成されなければならない
ものであった。そのためにこそ，その計画のまず最初
に求められるものは，現在の保育所の保育内容や方法
の運営体制反省・批判から出発するという厳しい真摯
な姿勢なのである。
　現在なされなければならないこうした調査の大きな
目的と意義は，開かれたr利用しやすい」保育所を目
指すための，その基礎的条件としての保育所（者）自
身の情報公瀾の一歩であり，保育所（者）自身による
「自己評価」の一環であるというところにある。保育
所が今後も，措置施設としての公共性を担保されるに
はそうした努力を抜きにしては考えられない。求めら
れている“保育所改革”ft議の根底にをま，福祉界全体
に近年強く求められてきている“施設評価（アセスメ
ソト）”の理念と課題が共通してあることを見落として
はなるまい。そうしたためにも調査票作成段階からの
主体的な住民，利用者参加の理念が貫かれる必要性が
あることと理解したいe
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　　　　　　　　表（4）現在の保育所の問題点の質問とその回答
〉地区別ワースト5
??○○地区 △△地区 x×地区 口〔］地区
1 保育料などが高い
@　（64．3％）
保育料などが高い
@　（66，7％）
保育料などが高い
@　（82．6％）
?????????施設や設備不十分
@　（28．6％）
y曜保育短い
@　（28．6％）
土曜保育短い
@22．2（％）
oスに保母いない
@　（22．2％）
土曜保育短い
@　（21．7％）
?吹E相談不十分
@　（2L7％）
保育内容良くない
@　（50．O％）
{設や設備不＋分
@　（50．0％）
保育料などが高い
@　（45．8％）
登降園の融通なし
@　（21．4％）
ﾛ育者が少ない
@　（21．4％）
報告・椙談不十分
@　Ql．1％）
施設や設備不十分
@　（13．O％）
給食等がわるい
@　（8．3％）
??????????
保育内容良くない
@　（13．0％）
c利主義的である
@　（13．O％）
報告・相談不十分
@　（8．3％）
ﾛ育者が少ない
@　（8．3％）
（出所）『越路町　子どもの育成者アンケート調査』結果
4．緊急保育対策等5か年事業と新潟県の新『社会福
　祉計画』
　新潟県における『新社会福祉計副は平成7年3月
に策定・公表されたものであるe旧『社会福祉計画』
が平成3年6月に公表されたものであったので，わず
か4年たらずで全面的な改定を余儀なくされたことに
なる。この背景には，この間における知事の交替とい
う政治的理由，「障害者基本法」や市町村「老人保健福
祉計画」策定等の法的義務に加え，予想以上の早さで
進む少子・高齢化の進展と，国による子どもの権利条
約の批准やエソゼルブラγの公表という事態があ
る15）。
　国全体の児童福祉重視の政策転換を反映し，新潟県
でも，旧『社会福祉計画』においては児童福祉の比重
は極めて軽いものであったが，新『社会福祉計画1で
は児童福祉が，「子どもと子育てにやさしい社会をめざ
して」とした独立した一章になり，その比重をかなり
増していることが大きな特徴である。この児童福祉の
章は，さらにその中が総合的な子育て支援を目的とし
て，5つの節に分けられている。ちなみにその節のタ
イトルをあげると，「子どもと青少年の健全育成」，「子
育てと仕事の両立」，「家庭や地域の子育て支援機能の
強化」，「保護や援助が必要な子どもと家庭の支援」，「ひ
とり親象庭支援の充実」となっており，かなり児童福
祉全体に配慮したものとなっている。それら各節と「子
育てと仕事の両立」の節についての相互関連や内容の
検討にも興味深いものがあるが，本稿のテーマにそっ
て，ここでは今回の国の「緊急対策」の7項目のサー
ビスメニューに対応している「子育てと仕事の両立」
の節についてのみ地域の保育計画の一例として検討を
加えてみたい。
　7事業メニ＝一についての国と新潟県の数値目標お
よび考え方の比較は表〔5）の通りである。（国が上段欄，
箭潟県が下段欄）
　完成目標年度が，新潟県は旧計画との整合性もあり，
国の一年後の平成工2年度におかれていること，国の保
育対策の基本が人口30万人超の市部の保育所では，時
間延長保育が2か所に1か所，同，一時保育が4か所
にユか所等々になっているものが，新潟県では10万入
超の市で同じ割合とされていることなどが異なるが，
基本的には国の「緊急対策」にそったものとなってい
る。指針にもあるように，市町村での保育計画にはこ
うした数値および方向目標との塾合性が求められるこ
とから，ここでは，前節との関連でのさらに具体的な
懸念・問題点を指摘しておきたいe
　ill（5）を一覧し気がつく具体的な問題点には，①計画
内容が市町村で自主的に定めて良いものとされながら
も，実際には厚生省の定ある7事業メニューに拘束さ
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表⑤ 新潟県新社会福祉計画と緊急保育対策等5か年事業の整備目標値・考え方の比較
コ」頭 　　　目標値
早i6年度一・11年度）
ｧ（6年度一・12年度）
考　　　え　　　方
低年齢児保育 国45万人一・60万人過去のトレソドに基づき伸長した入所者数を確保するとともに、待機
剴ｶを解消できる水準
県7892人一・13000人同上
延長保育 国2230園→7000園東京23区および入ロ30万人以上の市に所在する保育所の2か所に工か鰍ｨよびその他の地域に所在する保育所の4か所に1か所で延長保育
?ﾀ施できる水準
県　90園→240園市部（人口10万人超）の2か所に1か所、その他地域4か所に1か所
一時的保育 国　450園一・3000園東京23区および人口30万人以上の市に所在する保育所の4か所に1か
鰍ｨよびその他の地域に所在する保育所の10か所に1か所で延長保育
?ﾀ施できる水準
県　90園→110園市部（人口10万人超）の4か所に1か所、その他地域10か所に1か所
国　30園→500園人口10万人以上の市に10万人あたり1か所設置できる水準乳幼児保健支
㏍fィサービ
X
県　　0園→　3園 同上
放課後児童
Nラブ
国4520園→900咽小学校低学年児童のうち、共働きの核家族世帯数（バート等は除く）
ﾅあって、近所に祖父母等保護者に代わる者がなく、放課後児童クラ
vの利用が必要な児童（全体で対象年齢児童の概ねユ割弱）のすべて
ｪ利用できる水準
2万人以上の町に未設置をなくす水準県　79園→122園
@（児童館）
@　58か所→228か所
@（児童クラブ）
へきちをのぞく中学校区に1か所
多機能化保育
鰍ﾌ整備
国　5年間で1500か所昭和40年代に整傭された保育所について、乳児保育、子育てサークル
x援等の多様なニーズに対応できるよ勤こ整備
県　　　　　130園 同上
国　236園→3000園各市町村に1か所設置できる水準地域子育て支
㏍Zソター 県　　1園→110園同上
（出所）新潟県『新社会福祉計画』および「緊急保育対策等5か年事業」より作成
れざるを得ないこと，すなわち実施の具体的担保が7
事業メニ＝一を除いては無いかまたは弱いこと，②7
事業メ＝ユーの内容が幅広く子育てを支援するという
地域ニーズに対して妥当tものであるのか。③数値目
標の考え方の娘拠とその水準が地域で適切なものであ
るのか，④関連して＝一ズ算定の根拠等々である。
これらの問題点が，今後の市町村での計画づくりとそ
の後の実施段階での具体的な大きな栓桔となるのでは
ないかと危惧されるところである。
　①の問題についての心配はすでに現実化している。
新潟県の数値目標を伴った「緊急対策」の整備メ＝＝一
そのものがほとんど国の「緊急対策」に対応している
という事実がなによりもそのことの危険性を物語って
いる。そのため旧社会福祉計画の特別保育の充実方策
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の一つにあった休日保育，夜間保育の語句が，（国樹策
に合わせるかたちで）消えてしまい，それらについて
は，「休日や夜間の勤務に対応するため企業委託型保育
サービスを促進します」とした雇用環境問題に後退さ
せられてしまっている。たしかに，夜間保育に関して
は深夜までにおよぶ延長保育C型が創設されその代用
利用が可能ではあるが，休日保育については説明がつ
かない。全体として保育の公的責任の縮小として批判
されても仕方のないところであろう。
　都道府県による計画の実際例については，北九州市
のその計画のように，職員の職場内研修や週休2日制
度の進展を配慮した計画のように児童福祉全体に配慮
した独自性のある計画もある10）。「地方版エンゼルプラ
ソ」や「保育計画」には法律による策定義務やこうし
なければいけないという義務も無いかわりに，こうし
てはいけないという規定もない。しかし財政力の弱い
市町村にとって，国による財政支援が限られたり無
かった場合に，実際上独自の計画づくりをすすめてい
くことがかなり困難なことはこれまでの特別保育事業
の進展度合いが示している。市町村による保育サービ
ス格差が一段と大きくなることが心配されるのであ
る。
　関連して②にっいての問題点が心配される。たとえ
ば，従来から農山村地域ではいわゆる地域活動事業が
特別保育科目設定事業として最も活発に行われてきて
いたが，それがメニa－・に無いことで相対的に比重が
低下し今後どうなるのかという不安である。
　筆者は昨年の本『研究紀要』で，新潟県内を例にと
り，図㈲のようにその当面する保育行政課題力S人口規
模（就学前児童人ロ）により大きく異なることを明ら
かにした21，。確かに図からも分かるように，延長保育や
乳児保育などは今日では地城を問わない重要な政策課
題になっている阜しかし農i山村，とりわけ過疎化が進
行している市町村においては，保育行政の当面する課
題は依然として保育所の統廃合を含む再編成であり，
施設の複合化，そして地域交流事業の展開が相対的に
強く求められているものであった。
　特別保育事業については，それらの事業の大半が，
平成6年度からは特別児童手当勘定（厚生保険特別勘
定）の補助金事業に移行させられており，その予算措
置は措置（費）制度改革の動向とは連動しないかなり
恒久的な地位を与えられたように筆者は感じてい
る22｝。その移行の意味の検討も重要なことであるが，当
面の「緊急対策」の対応については，その財源の配分
比率の問題も含め，緊急保育対策のメニューとそれ以
外の従来からの“地域型”の事業の取扱が5力年喜菜
の終了時点でどうなるのかという懸念材料となってい
る。今媛の展開に注視していかなくてはならないとこ
ろである。
　③の問題点にかかわる，平成11年度末における最終
の国の整備目標数値の根拠は筆者には全く分からない
ものである。目標の達成率は5年後における措置（費）
制度の動向に直接かかわるものと予測されるだけにそ
の整備目標数値は極めて重要なものであるが，しかし
その肝心の根拠が理解できないのである。全体として
の数値根拠としては，先にとりあげた，今回の整備目
標数値が発表される1年半ほど前の旧連立時代の税
制・福祉小委員会案（94年6月案）での女性の就労率
の向上を根拠にしたものがあるが23），今回のそれが何
を根拠にしているのか筆者は寡聞にして知らない。と
りわけ，先にもあげた衷（3）の94年9月段階での厚生省
案（10年計画）と，12月の「緊急対策」（5年計画）と
のつながりおよびその数値根拠がぜひ知りたいところ
である。
図③　乳幼児人ロ規模別保育行政課題（新潟県）
?
合
（出所）拙稿「保育所入所措置実態と地域保育行政の課題」「新潟経営大学紀要」創刊号115p
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　いう窪でもなく各保育メニューの必要度は，地域，
市町村により異なるものである。常識的に考えれば，
それら術町村の合計で都道府県全体としての水準が算
定され，その総和として全国の必要度が錦出されるも
のであろう。国全体としての整備目標数値とその考え
方は都道府県，市町村を大きく拘束するものである24］。
その目安となる2か所に1園とか，4か所に1園とい
うそのものの根拠が明らかにされる必要があろう。
　整備目標数値に関しては，一般には全体としてかな
り高いという評価がある2SJo地域，とりわけ公立の保育
所しか設置されていない市町村で，これまで必ずしも
特別保育事業，とりわけ延長，乳児保育などが進展し
てこなかった実情を知るものとしては，むしろ達成は
不可能な数値に思える項目が多い。この点では「ゴー
ルドブラγ」が，市町村の独自な計画を積み上げた結
果，国の計画を大幅に上回り，その進行途中で新「ゴー
ルドブラソ」として当初計画の上方修正を余儀なくさ
れた展開とは全く反対の，全体として下方修正の経過
をたどるのではないかと危惧されるものである2S）。し
かしその中では，これからの就労支援と地域全体の育
児力の強化をめざす保育所の基本方向を考えるなら
ば，各市町糧に1か所と予定されている子育て支援セ
ソターと，全国9000ヵ所と予定されている放課後児童
クラブ貫学童保育の目標はあまりにも低すぎるように
i筆者には感じられる。
　しかし目標水準に関して論ずべき最も大きな問題
は，個？tのその数値目標が高いとか低いということで
はなかろう。①～②の問題点とも関連するところであ
るが，「保育計画」に何よカも求められるのは，その理
念とそれにもとつく説得力のある数値（サービス）根
拠だからである。各市町村では，地域の保育＝一ズと
保育所のあるべき方向論議に踏まえた，子どもと住民
主体主体の独自な水準の展開を期待したいe
　④の問題点については，「アソケート」の内容や方法，
潜在的なニーズの把握の必要性等々の問題については
前節ですでに述べた通りである。地域における保育の
在り方は，そもそも「保育に欠ける」概念そのものが
一一一狽?ﾅないことを認めることから出発すべきものであ
る。そうした実情を無視したところでの，狭義の「保
育に欠ける」；一ズの測定は無意味なだけでなく，「利
用者が少ないと見込まれるから」などという予測を根
拠にした，保育所の統廃合，保育サービスの縮小など
の結果を招来しかねない恐れがあることを指摘してお
きたい。
5．むすびにかえて一地域保育計画策定の在り方につ
　いて
　r利用しやすい保育所つくり」を目的とした「緊急
対策」は，一方における「保育問題検討会」のいわゆ
る保育所の直接入所制度議論とも重なり，その動向が
注目されるものである2η。全国的に措置（費）制度の「見
直し」，「改革」の緊張がたかまっていくと思われるこ
れからの5年間は，むしろ各市町村力～どれだけ主体性
を発揖iして独自の子育て支援策をつくり出していくか
が厳しく問われる過程である。子どもの社会的扶養の
充実過程は，高齢者の社会的扶養がようやくほとんど
の市町村で合意されつつあると思うものに比較するな
らば，まだまだ大きく遅れていると言わざるを得ない
現状である。そこには地域住民や行政は言うまでもな
く，保護者や保育者までの大きな意識改革を必要とす
るものがあり，そう単純ににすすむとも思えない。
　しかし当面の行政課題として考えるならば，団体事
務化後，保育料を中心に全国的に市町村による保育
サービス格差が広がっている。財政事情がその背景に
大きな理由としてあることは先に述べた通りであるが
それだけではない2a）。市町村，住民，関係者が「子育て」
事業の意味をどのように把えているかでそのサービス
に大きな相違が生まれているのである。各市町村では
法による策定義務は無いが，できるだけ最善の「児童
育成計画」をつくり，それを急ぎ実施していくことが
強く求められている回
　そのためには住民主体の立揚で「ゴールドプラン」
の作成をした先発市町村の経験に学ぶことが有効に思
われる。その一例として有名な三鷹市の例を図（4）に掲
げ，計画作成過程の在り方の参考として全体のむすび
に代えておきたい29J。
　その策定過程は公募による市民委員の選出，作文に
よる小学生の意見聴取をふくむ，文字通りの「市民総
参加」である。そうした作成方法の意義については行
政担当者自身の次の言葉をあげておきたい。
　「なぜ，ここまで手間暇かけるのかという疑問を抱
く方もいるだろう。それは，計画づくりとは，地域に
おける市民生活の現実を踏まえたうえでの，国際化や
高齢化等の新しい時代の潮流や世界経済，立地環境変
化に対応した政策立案過程だからである。計画づくり
は，市民生活の質的向上を使命とする自治体固有の責
任であり，将来の都布像を描く希望に満ちた夢のある
作業であり，各自治体の地域特性とその実態を踏まえ
て積極的対応をすべきであろう。　自治体計画づくり
とは，地方自治の推進そのものであり，地方自治の政
一54一
地域における「保育計画」の作成過程の諸問題
図④　三庸市基本構想策定フロー
　〔三鷹宙［齪会での検討〕
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（出祈）西三郎他編「新時代の由治体福祉計画」66pから作成
策化というプロセスを通じて，地方自治を実態化して
いる作i業である」
　多くの者にとって計画づくりへの参加は，地方自治
の原則をあげるまでもなく，市民としての当然の権利
の行使であり，良き市民としての主体形成場となるも
のである。その経験と反省は同時に，次の「計画」作
成後の実効性を上げるための基礎的要件の一つを形成
するこ’ととなる。地方版エソゼルブラソ＝「保育計画」
づくりには，たんなる拙速の数字合わせではない，地
域の特性にふまえた，理念のある子育ての未来像を強
く求めたい。
註
1）　厚生省の監修による1実務必携児童育成計画地方
　版エンゼルプラソ作成の手引』（ぎょうせい）が実
　際に公刊されたのは95年8月のことであるが，3月
　末にはその「素案」がすでに策定委員会から公表さ
　れている。本稿では必要に応じ両者を使い分けた。
2）本稿でとりあげている新潟県の，『新社会福祉計
　画』や，北九州市『北九州市保育5か年ブラソ』，
　神奈川県『かながお子ども未来計画」などがその例
　　である。さらに独自に，国のエンゼルブラソに先
　　だって「アイフルブラソ」を実施している愛知県や，
　住民主体の良いものをこれから作ろうとしている
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　埼玉県のT村などそうした例は多い。
3）　計画づくりについては未定（白紙）の市町村が圧
　倒的に多い。新潟県でも平成8年度に計画している
　のは13数市町村程度のようであウ，8割程の市町村
　は未定，模様ながめである。7年度のモデル3市町
　村では，保育所の統廃合を含めた「適正配債」の問
　題が検討課題になうていることはアソケート内容
　からうかがえる。
4）たとえぽ，全国私立保育園連盟の保育21世紀セミ
　ナー（6月）や9月の全国研究大会等の募集要項に
　　「地方版エソゼルプラγjという語句は見当たらな
　い。ようやく95年秋ごろから関係者でその問題が組
　織的に討識されはじめられているにすぎない。
5）　拙稿「子どものための総合計画一新潟県新・社会
　福祉計画」『保育通信』，95年9月号，拙稿「地方版
　エソゼル・プランその検討の一視点」『ニデュケア
　21』，95年11月号など。平成7年度版の『保育白書』
　もふれているが，具体的な緊急計画の中身の問題点
　を計画づくりに関連させては踏み込んでいない。
6）　新潟県における新『社会福祉計画』の児童福祉分
　野，とりわけ保育にかかわる部分は筆者も委員とし
　て加わる「新潟県児産環境づくり推進協議会」での
　討論結果を一定ふまえて作成されたものである。そ
　の他数市町村の計画づくりに直接・間接かかわりを
　有している。
7）　「緊急対策」の財政規模については総額で2兆
　6000千億円（地方負担分を含む）とされており，94
　年6月案の水準では4兆円と見込まれるもので
　あった。しかし，当面は6000億円でスタートしてお
　り、それも単年度ごとの見通ししかもたないもので
　ある。実際に95年度ではわずか250億円程度，他に
　厚生保険特別会計で110億円程度である。予算面か
　ら計画の達成が危ぶまれるのは当然である。
8）全日本私立幼稚園連合会，教育・保育制度問題検
　討プロジェクト報告（95年5月）「教育・保育制度
　について」『エデュケア21』10月号の批判参照。
9）全国私立保育園連盟「児童育成基盤整驚等推進事
　業実施状況調ぺ」参照。各市町村の薯業内容の詳細
　はほとんど未定であるが，具体的な施策では，子育
　て＝「保育計画」中心の傾向が強い。
10）前掲連盟の調査では55自治体が95年度中に，12自
　治体が96年度中の完成をあざしている。
11）　『上越タイムス』，95年10月26日号参照。保育園
　関係者が3人と多いが，その他に看護婦や子育てモ
　デル室利用者，教員，会社員，女性大学参加老など，
　特に女性の委員の顔ぶれが多彩である。
12）　J市のみならず，S市の揚合も同様である。前掲
　連盟の全国調査でも95年10月段階で，審議会の設置
　そのものをどうするか検討中とする山形市のよう
　な例がある。検討会の設置を新規にするところは半
　数程度であり，残りは既存の委員会および行政部内
　の対応である。指針にはその策定体制は関係者，利
　用者，専門家の意見も広くとりいれるようにとある
　が，それらの者が実質的に大きく関与していると感
　じられるところは少ない。
13）前掲連盟の調査では，ニーズ調査を業者委託にす
　るとしているところは5市町村であるが，実際には
　人ロ規模の大きいところではかなりがそうした方
　法をとるものと思われる。ゴールドプラソの場合で
　は住民主体の計画づくりをしたところは3分の一
　程度のようである。『朝日新聞jg3年ユ月10日号参
　照。
14）　拙稿「保育所入所措置実態と地域保育行政の課
　題」『新潟経営大学紀要』創刊号，95年3月，参照
　のことe94年5月に筆者が県内112市町村に行った
　アソケート結果で，新潟県内99市町村の回答結果の
　集計である。
15）拙稿「近年における保育政策の転換と保育所の改
　廃動向についての一考察」『県立新潟女子短期大学
　研究紀要』　NO，32，　95年3月。
16）新澤誠治「今かかえている保育園の課題」『エデ＝
　ケア21』95年8月号，43頁。
17）　この背景に幼稚園関係者への配慮があったこと
　は推測できるが，幼稚園を有さない町村での調査に
　はこれでは困ることは明白である。
18）　越路町の例では保育所を経由せず，町役場が郵送
　で直接利用者から回収する方法をとっている。保育
　所を経由したら保育所そのものについての回答結
　果が歪められる恐れがあることは利用者心理を考
　えれば明白である。
19）　計画策定の理由として『新社会福祉計画』の「計
　画策定のあゆみ」では平成6年1月に「第5次新潟
　県長期総合計画」が策定されたことなど，本稿で述
　ぺたような大きな理由を5点をあげている。
20）　註②参照。
1）拙稿「近年における保育政策の転換と保育所の改
　廃動向についての一考察」『県立新潟女子短期大学
　研究紀要』NO，32」95年3月。
22）　特溺保育事業を措置費ではなく，こうした特別会
　計，補助金事業に移行したtとには保育園関係者の
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　批判がある。しかしその結果，財源確保がある程度
　慎久的に見通せるようになったことは，厚生省の当
　初考えていた措置制度改革が頓挫したためと解釈
　することもできる。
23）　連立与党税制協議会福祉小委員会の6月7日案
　による目標数値は，「出産子育て期の女性（25　一一　34
　歳）の労働力率が93年時点における56％から2000年
　でのそれが66％になるものと仮定し，0歳児でのそ
　れを4％から33％に，1…－2歳児は15％から66％に
　なるなど急激に増大するとした予測である。なお詳
　しくは，『保育情報jg4年7月号参照。
24）　指針はこの点で都道府県，市町村の計画に国の計
　画との整合性を求めている。指針のその数値，方向
　目標を離れることは現実的にはかなり困難なこと
　である。
25）　「第38全国私立保育園研究大会，基調報告」『保
　育通信］95年11月号3頁，など。
26）例えぽ，新潟県を例にとっても，平成8年度まで
　で計画づくりをすすめると考えられているのは15
　市町村程度である。県全体では1割程度にすぎな
　い。「緊急対策」で残されている年月が残り3年に
　すぎず，当初の計画の達成はかなり難しいと言わざ
　るを得ない展開である。
27）　「エソゼルプラソ」骨子素案では，保育制度の改
　革は「保育所措置制度の見直しを含めた保育システ
　ムの多様化・弾力化をすすめる」となっていたが，
　12月の「エソゼルブラγ」では「保育所制度の改善・
　見直しを含めた」という表現に変わり，保育問題検
　討会の最終報告書の両論併記のかたちにより近付
　いている。しかし，児童福祉法の改正問題に関連し
　て措置（費）制度改革の火種はそのまま残されてい
　る0
28）　全国私立保育園連盟9全国市区町村保膏所行財政
　動態調養結果概要版』（平成7年10月1日）によれ
　ぽ，例えば平成5年度の保育料の徴負担率では財政
　規模の大き『い東京都が46．7％で全国最低であるが，
　第2位には53．O％で秋田県が続いている。財政力指
　数だけではないのである。
29）　「みたか福祉プラン21」の策定経過については，
　西三郎他編『新時代の自治体：福祉計画』，第一書林，
　93年9月10日，78－－79頁。
一57一
